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2. 調査対象企業数及び回答企業の内訳(規模・業種別)

24.0%26.8%95355建設業

9.6%26.0%38146土木建設業

6.6%30.2%2686建設付帯工事業

7.8%25.2%31123電気・管工事業

11.1%20.3%44217製造業

2.8%21.6%1151食料品製造業

0.0%0.0%010繊維製品製造業

0.8%30.0%310建材・木・紙製品製造業

1.5%12.8%647印刷・製本業

0.5%22.2%29窯業・土木製品製造業

1.5%28.6%621金属製品製造業

1.5%25.0%624一般機械器具製造業

1.8%31.8%722電気機械器具製造業

0.8%13.0%323その他製造業

17.9%23.7%71300卸売業

4.5%26.1%1869食料品卸売業

1.0%14.3%428繊維製品卸売業

3.0%30.8%1239建材・住宅機器卸売業

0.3%20.0%15金属・鋼材卸売業

2.8%19.6%1156一般機械器具卸売業

0.5%25.0%28電気機械製品卸売業

0.5%18.2%211石油・化学製品卸売業

5.3%25.0%2184その他製造業

10.9%19.9%43216小売業

3.5%28.0%1450食料品小売業

0.8%9.4%332衣料品 身の回り品小売業

1.3%41.7%512石油・化学製品小売業

1.0%25.0%416車両運搬器具小売業

0.5%11.1%218家電・厨房器具小売業

0.5%50.0%24百貨店・セルフ店

3.3%15.5%1384その他小売業

4.5%15.8%18114運輸・倉庫業

0.8%8.1%337旅客運送業

3.8%19.5%1577貨物運送・倉庫業

31.6%15.7%125798サービス業

4.8%17.3%19110情報処理サービス業

15.2%15.6%60384その他事務所サービス業

4.0%15.1%16106ホテル 旅館 飲食業

7.6%15.2%30198その他の個人サービス業

回答結果構成比回答率回答数対象数規模別

19.8%3962,000全業種

93.9%19.5%3721,908中小企業

6.1%26.1%2492大企業
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自社業況の景況判断 推移（業種別）

建設業 製造業 卸売業 小売業 運輸倉庫業 サービス業 全業種







次期予測
R7.10-12月

ＤＩ値

表３：経営上の問題点(上位６項目)

(+3.4)％55.1人材難、求人難、定着性の悪化１

(+4.5)％47.2経費の増加２

(-0.7)％38.6受注、需要の減少３

(+3.8)％35.4原材料高、入手難４

(+4.9)％34.3営業利益の低下５

(+1.2)％24.5販売価格への転嫁難６

※( )内は、前回(R7.4-6月期)調査比。






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自社業況の景況判断 推移（業種別）

建設業 製造業 卸売業 小売業 運輸倉庫業 サービス業 全業種







5





次期予測
(R7.10-12見込)

今期
(R7.7-9)

前期
(R7.4-6)

自社業況DI

▲ 5.6(+4.5)▲ 8.8▲ 13.3全業種

5.3(+11.4)1.1▲ 10.3建設業

▲ 18.2(-4.3)▲ 15.9▲ 11.6製造業

▲ 18.3(+18.7)▲ 14.1▲ 32.8卸売業

▲ 9.3(-2.2)▲ 14.0▲ 11.8小売業

0.0(+0.2)▲ 38.9▲ 39.1運輸・倉庫業

▲ 1.6(-3.2)▲ 4.8▲ 1.6サービス業

▲ 5.1(+5.8)▲ 8.3▲ 14.1中小企業

▲ 12.5(-16.7)▲ 16.70.0大企業

※前期(R7.4-6月期)は前回調査結果。今期の( )内は、前期比。

今期
R7.7-9月
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生産額・売上額・完成工事高 推移（業種別）

建設業 製造業 卸売業 小売業 運輸・倉庫業 サービス業 全業種







6



次期予測
(R7.10-12見込)

今期
(R7.7-9)

前期
(R7.4-6)

生産額・売上額
完成工事高DI

▲ 4.8(+5.7)▲ 6.8▲ 12.5全業種

▲ 8.4(+6.2)▲ 5.3▲ 11.5建設業

▲ 6.8(+7.2)▲ 6.8▲ 14.0製造業

▲ 19.7(+6.4)▲ 15.5▲ 21.9卸売業

▲ 2.3(+6.5)▲ 2.3▲ 8.8小売業

5.6(+2.6)▲ 27.8▲ 30.4運輸・倉庫業

4.8(+4.0)▲ 1.6▲ 5.6サービス業

▲ 5.4(+5.7)▲ 7.3▲ 13.0中小企業

4.2(+4.3)0.0▲ 4.3大企業

※前期(R7.4-6月期)は前回調査結果。今期の( )内は、前期比。

今期
R7.7-9月
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原材料・製（商）品仕入価格 推移（業種別）

建設業 製造業 卸売業 小売業 運輸・倉庫業 サービス業 全業種






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

次期予測
(R7.10-12見込)

今期
(R7.7-9)

前期
(R7.4-6)

原材料・製(商)品
仕入価格DI

55.6(+7.4)58.651.2全業種

61.1(-2.5)64.266.7建設業

63.6(+10.1)63.653.5製造業

47.9(+15.5)57.742.2卸売業

67.4(+3.3)65.161.8小売業

38.9(+9.6)44.434.8運輸・倉庫業

51.2(+8.4)52.844.4サービス業

55.1(+7.2)58.351.1中小企業

62.5(+10.3)62.552.2大企業

※前期(R7.4-6月期)は前回調査結果。今期の( )内は、前期比。

今期
R7.7-9月
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受注価格・販売価格 推移（業種別）

建設業 製造業 卸売業 小売業 運輸・倉庫業 サービス業 全業種


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

次期予測
(R7.10-12見込)

今期
(R7.7-9)

前期
(R7.4-6)

受注価格・
販売価格DI

22.0(+5.2)24.018.8全業種

22.1(-1.1)24.225.3建設業

25.0(+6.5)20.514.0製造業

18.3(+18.3)32.414.1卸売業

32.6(+4.4)27.923.5小売業

11.1(-18.6)▲ 5.613.0運輸・倉庫業

20.8(+4.9)23.218.3サービス業

22.0(+4.4)23.919.5中小企業

20.8(+16.3)25.08.7大企業

※前期(R7.4-6月期)は前回調査結果。今期の( )内は、前期比。

今期
R7.7-9月
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製（商）品在庫 推移（業種別）

製造業 卸売業 小売業 全業種


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

次期予測
(R7.10-12見込)

今期
(R7.7-9)

前期
(R7.4-6)

製(商)品在庫DI

0.3(+4.0)▲ 0.5▲ 4.5全業種

▲ 2.3(+0.2)▲ 4.5▲ 4.7製造業

▲ 8.5(+8.9)▲ 9.9▲ 18.8卸売業

▲ 2.3(+12.4)▲ 2.3▲ 14.7小売業

0.5(+4.2)▲ 0.3▲ 4.5中小企業

▲ 4.2(+0.1)▲ 4.2▲ 4.3大企業

※前期(R7.4-6月期)は前回調査結果。今期の( )内は、前期比。

今期
R7.7-9月
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営業利益 推移（業種別）
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
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

今期
R7.7-9月

次期予測
(R7.10-12見込)

今期
(R7.7-9)

前期
(R7.4-6)

営業利益DI

▲ 17.9(+6.0)▲ 18.7▲ 24.7全業種

▲ 8.4(+26.2)2.1▲ 24.1建設業

▲ 25.0(-17.6)▲ 45.5▲ 27.9製造業

▲ 22.5(+14.8)▲ 21.1▲ 35.9卸売業

▲ 25.6(+5.1)▲ 30.2▲ 35.3小売業

▲ 11.1(+15.7)▲ 27.8▲ 43.5運輸・倉庫業

▲ 18.4(-6.5)▲ 18.4▲ 11.9サービス業

▲ 17.2(+7.1)▲ 18.0▲ 25.1中小企業

▲ 29.2(-11.8)▲ 29.2▲ 17.4大企業

※前期(R7.4-6月期)は前回調査結果。今期の( )内は、前期比。
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資金繰り 推移（業種別）
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
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

次期予測
(R7.10-12見込)

今期
(R7.7-9)

前期
(R7.4-6)

資金繰りDI

▲ 3.8(+1.3)▲ 4.0▲ 5.3全業種

2.1(+2.1)3.21.1建設業

▲ 6.8(+5.0)▲ 13.6▲ 18.6製造業

2.8(-1.2)▲ 2.8▲ 1.6卸売業

▲ 18.6(+3.6)▲ 14.0▲ 17.6小売業

▲ 16.7(+1.9)▲ 11.1▲ 13.0運輸・倉庫業

▲ 4.0(±0.0)▲ 2.4▲ 2.4サービス業

▲ 5.4(+1.2)▲ 5.9▲ 7.1中小企業

20.8(+3.3)25.021.7大企業

※前期(R7.4-6月期)は前回調査結果。今期の( )内は、前期比。

今期
R7.7-9月
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小売業卸売業製造業建設業全業種
経営上の課題

(業種別)(単位 ％)

48.8 55.6 53.5 52.1 43.2 71.6 55.1人材難、求人難、定着化の悪化

45.6 61.1 53.5 49.3 47.7 42.1 47.2経費の増加

36.0 16.7 30.2 47.9 52.3 36.8 38.6受注、需要の増加又は減少

24.8 33.3 46.5 35.2 61.4 32.6 35.4原材料高、入手難

35.2 33.3 32.6 40.8 50.0 22.1 34.3営業利益の低下

20.8 22.2 27.9 32.4 36.4 16.8 24.5販売価格への転嫁難

16.0 38.9 27.9 25.4 20.5 25.3 22.7天候などの自然条件

今期
R7.4-6月
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35.3%
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59.0%

77.8%

63.6%

66.7%

57.1%

50.0%

64.7%

81.8%

57.6%

66.0%

前回(n=315)

今回(n=318)

前回(n=73)

今回(n=81)

前回(n=39)

今回(n=36)

前回(n=66)

今回(n=63)

前回(n=21)

今回(n=30)

前回(n=17)

今回(n=11)

前回(n=99)

今回(n=97)

前向きな賃上げ 防衛的な賃上げ

28.4%

29.4%

52.2%

45.9%

13.2%

16.0%

6.3%

8.6%

＜付帯調査＞2025年度（2025年4月～2026年３月）の賃上げ（正社員）の実施状況


 3.8pt



14

＜賃上げを実施した企業を100とした場合の
前向きな賃上げ・防衛的な賃上げの割合＞

内訳

3.0％業績は改善しているものの、
同水準を維持

9.8％業績は改善していないが、
同水準を維持

0.3％引き下げる

全業種

製造業

卸売業

小売業

運輸・
倉庫業

サービス業

業務が改善しているため
賃上げを実施

（前向きな賃上げ）

業務の改善は見られないが
賃上げを実施

（防衛的な賃上げ）
賃上げは行わない

現時点では未定

今回調査
（n=395）

前回調査
（n=418）

＜正社員の賃上げ実施状況＞

賃上げを実施

80.6％
（+6.3）

※前回は2024年９月調査

建設業
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＜付帯調査＞ 賃上げの内容

事業者の声（一部抜粋）

 新卒者の初任給を大幅に上げるので、全体的なバランスを取るのが困難。
（製造業:電気機械器具）

 モチベーションの低下を防ぐため、年次昇給は大事であると考えるが実際
のところ厳しい状況。ベテラン職員の離反だけは避けなければならない。
（建設業:電気・管工事）

 パート、アルバイトの方は、どんな状態でも最低賃金の値上げをする予定。
（卸売業:その他製造業）





15
※前々回は2023年９月調査、前回は2024年９月調査

61.8%

55.1%

16.5%

11.6%

29.1%

0.7%

64.4%

62.2%

17.6%

13.1%

28.8%

1.9%

65.7%

57.5%

26.4%

13.2%

12.6%

0.6%

ベースアップ

定期昇給

一時金・賞与の増額

初任給の増額

手当の新設・増額

その他

前々回（n=285） 前回（n=312） 今回（ n=318）
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＜付帯調査＞ 賃上げを行う理由について

事業者の声（一部抜粋）

 会社の存続等、賃上げは毎期実施していく予定。人件費増への対策は、
業務全般での生産性向上、改善で対応していく。（小売業:車輛運搬器
具）

 有能な人材の流出を防ぐため、賃上げは、やむを得ず対応。（サービス
業:ホテル・旅館・飲食）

 賃上げをしないと社員のモチベーションが上がらないが、利益がついて
こない。（建設業:土木建設）




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※前々回は2023年９月調査、前回は2024年９月調査

89.8%

52.1%

19.4%

12.7%

9.5%

6.7%

3.9%

3.5%

1.4%

0.7%

92.0%

67.2%

28.0%

19.0%

8.4%

6.1%

3.5%

3.5%

2.3%

2.3%

86.2%

69.2%

29.9%

18.9%

12.6%

3.5%

3.1%

1.9%

0.9%

0.6%

人材確保・定着やモチベーション向上

物価上昇

最低賃金の引き上げ

初任給や非正規社員の賃金引き上げ

社会保険料の増加により手取り額の減少

時間外労働の削減により手取り額の減少

他社より低い賃金

数年来の賃上げの見送り

税制の優遇措置利用

その他

前々回（n=284） 前回（n=311） 今回（ n=318）
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＜付帯調査＞ 賃上げを見送る理由について

事業者の声（一部抜粋）

 賃上げをしても社会保険料や源泉所得税の控除分が大きく、
増額しても従業員の手取りに反映されないため。（建設
業:電気・管工事）

 賃上げを実施したいが、経営状況が厳しく非常に難しい。
（建設業:建設付帯工事）

 急激な最低賃金アップによりパート社員のみならず、正社
員の給与を上げないといけないため。（卸売業:繊維製
品）

 まずは、人材確保を優先し、賃上げは後ほど検討したい。
（サービス業:情報処理サービス）


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※前々回は2023年９月調査、前回は2024年９月調査

54.1%

47.5%

31.1%

11.5%

21.3%

9.8%

16.4%

1.6%

0.0%

4.9%

80.7%

50.9%

45.6%

17.5%

29.8%

14.0%

12.3%

8.8%

8.8%

1.8%

50.0%

48.1%

42.3%

26.9%

23.1%

7.7%

3.8%

9.6%

0.0%

3.8%

今後の経営環境・経済状況が不透明

業績の改善が見られない、業績悪化

原材料・仕入価格などのコスト上昇

すでに他社と同水準の賃金になっている

社会保険料の増加により会社負担の増加

増員による総人件費の増加を抑える

新商品開発や販路開拓、設備投資等を優先させる

非正規社員の賃金を引き上げる一方で総人件費の増加を抑える

研修や福利厚生の充実を優先させる

その他

前々回（n=61） 前回（n=57） 今回（ n=52）
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48.0%

24.9%

20.9%

23.1%

29.2%

28.4%

13.7%

12.3%

14.2%

16.1%

76.0%

32.9%

27.6%

22.4%

21.4%

18.5%

17.3%

12.3%

9.4%

9.1%

76.5%
38.6%

34.1%

25.0%

23.2%

19.7%

13.9%

13.6%

12.6%

6.8%

6.8%

4.5%

2.5%

2.5%

2.3%

2.0%

1.5%

0.3%

業績の改善

景気の回復

コスト増加分の価格転嫁

商品・サービスの値上げ

人件費以外の固定費削減

社員教育の充実・スキルアップ

新たな商品・サービスの開発

システムや設備の導入による生産性向上

ITツールの導入による業務効率化

残業時間・シフトの削減

補助金・助成金等の支援策

既存商品の改善・見直し

設備投資の抑制・縮小

役員・従業員数の削減

必要なことはない

その他

請負・派遣労働者等外部人材の活用

採用の抑制

前々回（ n=373） 前回（n=421） 今回（ n=396）

＜付帯調査＞ 賃上げができる環境を整備するために必要なこと

事業者の声（一部抜粋）

 賃上げの原資確保に向けて、業務のDX化や自動化による
コスト削減、仕入れや外注費の見直しによる経費削減が
必要。（製造業:電気機械器具）

 賃上げ原資確保のために価格交渉に臨んでいる。また業
務の効率化や生産性の向上への取組みを行っている。
（サービス業:その他事務所サービス業）


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※前々回は2023年９月調査
前回は2024年９月調査




